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　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国立大学法人九州工業大学
　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学長     三　谷　　康　範

以上公告する。　　　　　　　

入 　札　 公　 告

　国立大学法人九州工業大学において、下記の請負について一般競争に付します。

契約保証金は、免除する。

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金
額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消
費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００
に相当する金額を入札書に記載すること。

契約条項を示す場所及び入札書の提出場所
所在地　　北九州市戸畑区仙水町１番１号
場　所　　九州工業大学経理課契約企画係　　担当：中村

国立大学法人九州工業大学契約事務取扱規程第７条の規定に該当しない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理
由がある場合に該当する。
国の競争参加資格（全省庁統一資格）において令和６年度に九州・沖縄地域の「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級
に格付けされている者であること。

九州工業大学から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。
ガス事業法第３条の規定に基づきガス小売事業者として登録を受けている者であること。

 　　　　　 よって、入札に立ち会う場合は、１４時２５分までに集合のこと。
場　所　　九州工業大学　本部棟　２階会議室

入札保証金は、免除する。

電話：093-884-3029　　　E-mail：ac-kikaku@jimu.kyutech.ac.jp
入札書の提出期限
日　時　　令和６年５月２４日（金）１７時００分
 開札の日時及び場所

調達物品名及び数量等

北九州市若松区ひびきの２番４号
九州工業大学 若松キャンパス

８．落札者の決定方法

令和６年４月２５日

代理人又は復代理人が入札に参加する場合は、委任状を持参するものとする。その場合は、代理人名又は復代理人名を
もって入札すること。

納入要項その他詳細については、３に示す場所に問い合わせること。

九州工業大学若松キャンパスで使用するガス（都市ガス１３Ａ）　一式

契約期間及び納入場所
令和６年８月１日　～　令和７年７月３１日

ただし、落札者が契約を締結しないときは、違約金として、落札価格の１００分の５に相当する金額を九州工業大学に支払
わなければならない。

ただし、落札者が契約上の義務を履行しないときは、違約金として、契約金額の１０分の１に相当する金額を九州工業大学
に支払わなければならない。

本公告に示した競争参加に必要な資格がない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出
した入札書、その他国立大学法人九州工業大学契約事務取扱規程第１７条に掲げる入札書は無効とする。

競争入札の結果、落札者が決定したときは、契約書を作成するものとする。

公告に示した物品を納入できると学長が判断した入札者であって、国立大学法人九州工業大学契約事務取扱規程第１３
条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とす
る。

日　時　　令和６年６月１０日（月）１４時３０分入札執行、直ちに開札。

入札公告において法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要がある者から調達する場合にあっては、そ
の許認可等に基づく営業であることを証明した者であること。
入札公告において日本工業規格等の規格を指定した場合にあっては、当該規格の物品を納入できることを証明した者
であること。
入札公告において特定銘柄物品名又はこれと同等のものと特定した場合にあっては、これらの物品を納入できることを
証明した者であること。
入札公告において研究開発の体制が整備されていることとした場合にあっては、当該体制が整備されていることを証明
した者であること。
入札公告においてアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されていることとした場合にあっては、当該体制が整備
されていることを証明した者であること。


